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1頁法人名 ：社会福祉法人　健祥会

拠点区分名 ：健祥会本部

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　①満期保有目的の債券

　　　　当拠点区分は、償却原価法（定額法）によっている。

　　②満期保有目的の債券以外

　　（ア）時価のあるもの

　　　　　　当拠点区分は、決算日の市場価格等に基づく時価法によっている。

　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）

　　（イ）時価のないもの

　　　　　　当拠点区分は、移動平均法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　当拠点区分は、定額法による減価償却を実施している。

　　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　当拠点区分は、定額法による減価償却を実施している。

（３）徴収不能引当金の計上基準

　　　　当拠点区分は、期末時の利用者に対する債権残高のうち１年を超える期間にわたり未徴収の債権の

　　　全額及びその他の債権残高に対して過去の徴収不能額の発生割合に応じた金額を徴収不能引当金とし

　　　て計上している。

（４）賞与引当金の計上基準

　　　　当拠点区分は、決算日後最初に支給する賞与の支払いに備えるため、当該支給予定額のうち、当年

　　　度に帰属する期間に相当する金額を賞与引当金に計上している。

（５）退職給付引当金の計上基準

　　　　当法人は、職員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

　　　ている。

　　①退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当年度末までの期間に帰属させる方法については

　　　、期間定額基準によっている。

　　②数理計算上の差異の費用処理方法

　　　　数理計算上の差異は、その発生年度に一括して費用処理している。

（６）役員退職慰労引当金の計上基準

　　　　当拠点区分は、役員退職等慰労金規程に基づき、役員の退職慰労金要支給額を計上している。

　　　　なお、当年度末の残高はない。

（７）消費税の取扱い

　　　　当拠点区分は、消費税等の会計処理として、税込方式によっている。

２．重要な会計方針の変更

　該当する事項はない。

３．採用する退職給付制度

　当拠点区分は、職員の退職給付に充てるため、確定給付制度を採用している。確定給付制度では退職給付

として給与と勤務期間に基づいた一時金を支給している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりである。

　（１）健祥会本部拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)

　（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）は省略している。

　（３）拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）は省略している。
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５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000

         合  計 1,000,000 0 0 1,000,000

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

　該当する事項はない。

７．担保に供している資産

　該当する事項はない。

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 143,416,108 100,282,762 43,133,346

構築物 47,819,950 11,936,427 35,883,523

車輌運搬具 30,746,141 30,746,137 4

器具及び備品 27,183,414 18,063,048 9,120,366

         合  計 249,165,613 161,028,374 88,137,239

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

ハイパーリバースデュアル債

100,000,000 97,450,000 △2,550,000

                 合  計 100,000,000 97,450,000 △2,550,000

（注）債券の期末時価については、取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格に

　　　よっている。

１０．重要な後発事象

　該当する事項はない。

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項
　該当する事項はない。


